






















（ 1）　令和元年12月 4 日に成立、同月11日公布。法務省HP「会社法の一部を改正す
る法律案」参照。http://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00252.html
（ 2 ）　自由民主党・公明党「令和 2 年度税制改正大綱（令和元年12月12日）」参照。
https://jimin.jp─east─2.storage.api.nifcloud.com/pdf/news/policy/140786_1.pdf?_ga=
2.63369896.603226963.1576129715─1536041857.1576129715






































































































（10）　旧措法37条の14第 1 項 1 号・67条の 9第 1 項 1 号。
（11）　旧措法37条の14第 1 項 2 号・67条の 9 第 1 項 2 号。ただし、T社の株主数が50
人以上の場合、執行上の理由から、①の受入価額は、T社の一株あたりの簿価純資
産価額以下とされていた（旧措令25条の13第 2 項・39条の30第 1 項）。











































830　　早法 95 巻 3 号（2020）
3 ．株式交換税制の組織再編税制への組み入れ
（平成18年度改正）




































2 条12号の 8 イ、12号の11イ等）。ただし、交付金等の非適格資産を支払え
ば、取引は原則として非適格となる。これは上記 3種類の組織再編成のい





























することが見込まれていること（法法 2 条12号の11ハ、法令 4 条の 3 第 8 項
6号）である。ただし、⑤と⑥はどちらか一方を満たせばよい。













































である場合に限り要求された（旧法令 4条の 2 第15項柱書き）。しかし、平成29年
度改正により、株主数が50人以上かどうかにかかわらず、株式交換等により交付さ
れる株式等のうち支配株主に交付されるもの（対価株式）の全部が支配株主により
継続して保有されることが見込まれていることになった（法令 4 条の 3 第20項 5
号）。
834　　早法 95 巻 3 号（2020）




























































損益が生じないことになり（法法61条の 2 第 9 項）、個人株主の場合、T社株式の
譲渡がなかったものとみなされる（所法57条の 4第 1 項）。
（24）　法人株主の場合は、T社株主におけるT社株式の帳簿価額がA社株式の取得
価額となる（法令119条 1 項 9 号）。個人株主の場合は、T社株主におけるT社株
式の取得価額がA社株式の取得価額となる（所令167条の 7第 4項）。
（25）　法法61条の 2第 1 項、措法37条の10第 1 項等。
（26）　法令 9条 1 項 2 号。















































































渡対価の額は、譲渡原価の額とされる（措法66条の 2 の 2 第 1 項）。また、
T社株主が交付を受けたA社株式の取得価額は、譲渡したT社株式の譲








年 3 月31日までの間に、産競法25条 1 項に規定する特別事業再編計画につ
いて同項の認定を受けた法人のことをいう。
　この特別事業再編計画とは、特別事業再編に関する計画をいい（産競法













































































































































































































































子会社（法務省令で定めるものに限る。第774条の 3 第 2 項において同じ。）と
するために当該他の株式会社の株式を譲り受け、当該株式の譲渡人に対し
て当該株式の対価として当該株式会社の株式を交付することをいう」（会
社法 2 条32号の 2）とある（なお、ここで株式交付をする株式会社のことを
「株式交付親会社」、株式交付親会社が株式交付に際して譲り受ける株式を発行





















明」では、「株式交付は、［会社法施行規則 3条 3項 1 号］が掲げる場合に
該当する親子会社関係がなかった株式交付親会社と株式交付子会社との間
に当該親子会社関係が創設されることにおいて、いわば部分的な株式交換
4 4 4 4 4 4 4 4
として、株式交換のような組織法上の行為と同様の性質を有する


































































5 ─ 2 ．課税繰延ルール導入の可能性

























































































































































































 （2020年 1 月12日脱稿）
ない適格要件を実質的に要求したとも考えられる。この問題については、渡辺徹也
［判批］ジュリスト「令和元年度重要判例解説」（2020年 4 月刊行予定）参照。
